
 

 

平成２３年度第１回佐倉市情報公開・個人情報保護審議会 

 

開催日：平成２３年５月２５日（水） 

時 間：１０：００～１１：３０   

会 場：佐倉市役所１号館３階会議室 

 

出席者 委 員 阿部委員、覺正委員、加藤委員、楠委員、髙岡委員、角田委員、成瀬

委員、山森委員 

事務局 鵜澤総務部長、田辺総務課長、川島班長、石堂主査補、半田主査補、

村上主事 

傍聴人 なし 

 

審議会開催に先立ち、市長より委嘱状の交付が行われるとともに挨拶がありました。 

また、事務局職員及び委員の自己紹介がありました。 

 

１ 審 議 

審議に先立ち、事務局から、佐倉市情報公開・個人情報保護審議会の概要について

説明がありました。 

 

（１） 会長・副会長の選出について 

委員の互選により、覺正委員が会長、阿部委員が副会長に選出されました。以後、

審議会の進行は、会長が議長となり行いました。 

 

（２） 審議会の会議公開等について 

ア 会議の一部を非公開とする場合の決定方法について 

審議の結果、会議の一部非公開については、審議会開催前に議事内容を会長、副

会長に報告し、会長、副会長に決定を一任することとなりました。 

本議案について、次のような意見等がありました。 

 

〔意見等〕 

委 員 会議を非公開とすると、密室で何か行われている印象が強くなる可能性がある

気がします。傍聴人にも委員に対しての守秘義務と同等の義務を課すほうがよい

ような気がします。 

会 長 個人情報保護制度について、そこにセンシティブ情報が関わる場合のみ非公開

で進める形で考えています。公開して守秘義務を課した場合、それをどうやって

担保するのか、どう制度的保証を作るかが問題となります。 

 



イ 傍聴要領について 

審議の結果、原案のとおりとすることが決定されました。 

本議案について、次のような意見等がありました。 

 

〔意見等〕 

委 員 「傍聴の受付は、当日、会場で先着順に行い、定員になり次第、受付を終了し

ます。」となっていますが、定員として決まった人数はありますか。 

事務局 「佐倉市審議会等の会議の公開に関する要綱」で、最低でも５人以上傍聴席を

設けることとなっています。実際には、５人を超えても物理的に可能な限り傍聴

は認めています。（補遺：佐倉市審議会等の会議の公開に関する要綱第５条第２項

では、「定員を定めることができる。」との記載にとどまりますが、総務課が各所

属に示している事務の留意点において、「傍聴人の定員は、５人以上となるよう努

めるものとし、可能な限り多くの方が傍聴できるよう配慮」することとなってい

ます。） 

会 長 傍聴は積極的にしていただけるように、今後、人数等については必要最低限の

制限にとどめる形でお願いします。 

 

ウ 会議録の作成方法及び確認方法について 

審議の結果、要録とすることとなりました。 

本議案について、次のような意見等がありました。 

 

〔意見等〕 

会 長 これまで、要録の発言者名を伏せて「委員」と表記してきたということですが、

昨今、多くの自治体をみると、責任ある発言という意味で、発言した委員名を記

録する自治体が増えています。情報公開制度ということを考え、併せて検討して

いただきたいと思います。 

委 員 全文を出すということであればいいのですが、まとめられると「これは言って

いない」ということにもなります。今までのやり方でいくならば、「委員」でよい

のではないでしょうか。 

委 員 記録する際、発言内容が正確に書かれるのならばいいのですが、必ずしもそう

でないケースも散見します。委員会として意見が出て、最終的に一つの意見にま

とめられたということでよいのではないかと思います。 

会 長 それでは、「委員」という形でいきたいと思います。 

 

２ 報 告 

事務局から、平成２２年度の資料を基に、次のような説明を行いました。 

 

（１） 情報公開制度の実施状況について 

開示請求の処理状況ですが、平成２２年４月１日から平成２３年３月３１日までの

間に、延べ１２９人の方から３２６件の公文書について開示請求がありました。 



この３２６件の決定区分等の内訳については、全部開示が１１０件、部分開示が１

８６件、佐倉市情報公開条例第７条（公文書の開示義務）各号の規定により不開示と

なったものが８件、文書が不存在のため不開示となったものが１４件、取下げが８件

でした。 

実施機関別開示請求に係る公文書の主な内容及び件数ですが、市長部局が２９０件

と最も多く、次いで、教育委員会が２６件となっています。 

市長部局の内訳ですが、企画政策部が７０件と最も多く、次いで、市民部が５０件

で、佐倉市自治基本条例に関する文書の請求が多くありました。 

次に、不開示理由別内訳についてですが、部分開示及び不開示になった件数は２０

８件です。不開示理由は、「個人情報によるもの」が１５２件と最も多く、住所、氏名、

印影などが主な不開示部分となっています。次いで、「法人等情報」が６６件、「事務

事業執行情報」が１４件、「公文書そのものが不存在」が１４件となっています。なお、

不開示理由の内訳件数は、一つの公文書に不開示理由が複数ある場合には、その部分

は重複して計上しています。 

開示請求者の状況については、延べ開示請求者数が１２９名、公文書件数は３２６

件ですので、開示請求者１人当たりの平均の公文書件数は約２．５件となっています。 

開示請求者の区分としては、佐倉市の区域内に住所を有する個人が６３名と最も多

くなっています。 

情報公開審査委員に対する不服の申出等については、２件ありました。不服の申出

の内容ですが、整理番号３９は、佐倉市自治基本条例策定市民通信委員名簿中の不開

示とされた部分のうち、通信委員の氏名及び連絡先の開示を求めるものでした。また、

整理番号４０は、佐倉市公の施設指定管理者指定申請書中の事業計画書、独自事業計

画書及び収支計画書の全部開示決定につきまして不開示を求めるものでした。２件と

も、実施機関の決定は妥当であり、勧告の必要は認めないという処理結果でした。ま

た、情報公開審査委員に対する相談・苦情等はありませんでした。 

市政情報の公表状況についてですが、平成２２年４月１日から平成２３年３月３１

日までに、市政情報の公表に関する要綱第３条（情報の公表）各号の規定に該当する

ものとして、３５５件の市政に関する情報を公表しています。 

主な内容は、第３号の「介護保険事業報告」、第１０号の「人口に関する情報」、第

１１号の「市で開催している講座や教室に関する情報」、第１２号の「市長交際費」、

「会議録」、「議会に関する情報」等となっております。 

また、公表の具体的な方法ですが、市政資料室への配架、市のホームページでの公

表が主なものですが、そのほかに、広報紙での公表、ケーブルテレビでの放映や公民

館等における閲覧などがございます。 

続きまして、審議会の会議の公開に関する運用状況ですが、平成２２年度は、６７

の審議会等が１５３回の会議を開催しています。 

このうち、会議を公開した回数は１３２回、その中で一部を非公開とした回数は８

回、会議を全て非公開とした回数は２１回となっています。会議を非公開とした理由

の多くは、会議の中で個人情報を取り扱うことによるものです。 

また、会議を公開した時の傍聴人の数は、合計で２９３人でした。 



会議において個人情報を取り扱うこと等を理由として、その全部を原則非公開とす

る審議会が８つあります。これらの会議の回数は３７４回あり、主な会議として、介

護認定審査会が２２０回、児童虐待防止ネットワークが１２７回となっています。 

最後に、市政資料室の利用状況についてですが、市政資料室は市庁舎１号館の２階

にあります。市政資料室では、市政に関する資料を自由に閲覧でき、有償で頒布して

いる資料については購入することもできます。また、情報公開条例に基づく開示請求

等の窓口にもなっています。 

平成２２年４月１日から平成２３年３月３１日までの利用人数は、６，０７６人と

なっております。 

 

上記報告を受け、委員から次の意見等がありました。 

 

〔意見等〕 

委 員 文書不存在というのは、どのような請求だったのでしょうか。 

事務局 保存年限が過ぎており、廃棄されているためという理由のものや、あらかじめ

存在しないと説明したものに対して請求がなされたような場合もございます。 

委 員 保存年限というのは、規程がありますか。 

事務局 はい。「佐倉市文書管理規程」によって定められております。 

委 員 保存年限は文書によって違いますか。 

事務局 文書の種類によって違います。保存年限は、永年、１０年、５年、１年、１年

未満があります。 

 

会 長 事務局としては、この一年間請求を受けられて、請求文書の傾向はどのように

感じられましたか。 

事務局 その時々で、市政で話題になったこと等の請求が多く、平成２２年度ですと、

佐倉市自治基本条例に関する請求が６２件、約１７．４％と一番多くありました。

また、昨年、職員が非違行為により懲戒免職になった事案がございまして、そち

らに関する請求が４２件、約１２．８％でした。 

 

会 長 最近の傾向としては、法人の請求と個人の請求の割合はどうなっていますか。 

事務局 法人からの請求がかなり増えておりまして、昨年度は全体の件数１２９件のう

ち５４件が法人からの請求で、４２％くらいの割合になります。 

 

委 員 住民基本台帳の閲覧の関係で、一時期、法人から大量請求がでたことがありま

す。今の規制などはどうなっていますか。 

事務局 現在は、住民基本台帳法の改正があり、閲覧できる方が限られていますので、

そういった法人の大量請求というのはありません。 

 

（２） 個人情報保護制度の運用状況について 

平成２３年３月３１日現在、佐倉市個人情報保護条例第６条に基づいて届出がされ



ている保有個人情報取扱事務の総数は、６０６件となっています。実施機関ごとの内

訳は、市長部局５０１件、水道事業管理者２５件、議会３件、監査委員１件、選挙管

理委員会１１件、農業委員会１０件、教育委員会５５件となっています。 

保有している個人情報の項目につきましては、住所、氏名等の戸籍的事項に該当す

るものが最も多く、６０６件すべてで保有しております。 

保有個人情報取扱事務に係る目的外利用の状況についてですが、目的外利用とは、

保有個人情報を取り扱う事務の目的以外のために、保有個人情報を市の実施機関内部

で利用することであり、個人情報保護条例第８条に基づいて、例外的に行われるもの

です。平成２２年４月１日から平成２３年３月３１日までの間に実施機関が行った保

有個人情報取扱事務に係る目的外利用は、５件でした。 

また、保有個人情報取扱事務に係る外部提供の状況についてですが、外部提供とは、

市の実施機関が、保有個人情報を実施機関以外のものに提供することであり、個人情

報保護条例第９条に基づいて、例外的に行われるものです。平成２２年４月１日から

平成２３年３月３１日までの間に実施機関が行った保有個人情報取扱事務に係る外部

提供は、１４７件ありました。刑事訴訟法第１９７条第２項による照会に基づいて、

警察署へ個人の住所、氏名等を提供したものが最も多く７０件となっております。そ

れに次いで多いものが、道路交通法第５１条の５による照会に基づいて、公安委員会

へ個人の住所、氏名等を提供したものであり、４２件となっています。全体１４７件

のうち、捜査機関に提供したものが多くを占めます。 

続きまして、自己の保有個人情報の開示請求の件数につきましては、平成２２年４

月１日から平成２３年３月３１日までの間に、延べ１３人の方から開示請求があり、

対象となる公文書の件数は２４件でした。これに伴う開示決定については、全部開示

決定が２４件となっています。 

なお、そのうちの１件、小学校児童指導要録の所見欄につきましては、佐倉市個人

情報保護条例第１６条第６号（事務事業執行情報）に該当し、教師のありのままの記

載を妨げるおそれがあるとの理由から、当初、部分開示決定をいたしましたが、請求

者からの異議申立てにより、実施機関が全部開示決定に変更をしたものです。 

また、平成２２年４月１日から平成２３年３月３１日までの間に、訂正及び利用停

止請求はありませんでした。 

佐倉市個人情報保護条例第２５条に基づいて行う、口頭による開示請求の実施状況

は、平成２３年度印旛郡市職員採用共同試験の結果について、第１次試験の不合格者

の総合順位、一般教養試験の正解数及び専門試験の正解数を請求者に開示しています。

請求件数は、一般行政職上級、土木上級を対象とした上級職試験に係るものが２３件、

保育士、保健師、栄養士を対象とした専門職試験に係るものは０件となっています。 

続きまして、平成２２年４月１日から平成２３年３月３１日までに、実施機関の決

定に不服がある場合に行われる個人情報保護委員に対する不服の申出等は１件ありま

した。これは、先述の小学校児童指導要録の部分開示決定に対して、異議申立てと同

時になされたもので、異議申立てにより全部開示決定となったため、不服の申出につ

いては取り下げられました。 

 



上記報告を受け、委員から次の意見等がありました。 

 

〔意見等〕 

委 員 保有個人情報取扱事務のうち、監査委員の１件というのはどのような内容です

か。 

事務局 保有個人情報取扱事務は、市が個人情報を収集し、個人情報を何らかの形で検

索できるような状態になっている場合に届出を行うものです。手元に資料がない

ため、正確な情報を把握していませんが、おそらく、住民監査請求をされた方に

係る名前等を名簿として持っているものと考えます。（補遺：届出内容は「住民の

請求による監査事務」でした。） 

 

続いて、事務局より、住民基本台帳の閲覧件数の審議会への報告について、資料な

どを基に次のような説明が行われました。 

 

住民基本台帳の閲覧件数についてご報告させていただきます。 

平成２２年度の閲覧請求者は３４人、閲覧件数は１，３５８件でした。平成２１年

度と比較しますと、閲覧請求者が１０人減少、閲覧件数が２，００４件の減少となっ

ています。件数が大幅に減少しましたのは、平成２１年度に２，１３０件の閲覧があ

った住民基本台帳法第１１条第１項「国・地方公共団体の機関による法令で定められ

た事務遂行のための閲覧」が、平成２２年度につきましては１件もなかったためと考

えられます。 

閲覧件数の内訳ですが、住民基本台帳法第１１条の２第１項第１号の「公益性告示

３、公益性が高いと認められる統計的調査研究のための閲覧等」によるものが７１４

件と最も多く、次いで、住民基本台帳法第１１条の２第１項第２号の「公共的団体が

行う公益性が高い地域住民の福祉向上に寄与する活動のための閲覧」が４１３件、住

民基本台帳法第１１条の２第１項第１号の「公益性告示２、学術研究機関が行う学術

研究のための閲覧等」によるものが１５３件、同じく「公益性告示１、報道機関が行

う世論調査のための閲覧等」によるものが７８件となっております。 

 

３ その他 

議題終了後、委員から次の意見等がありました。 

 

〔意見等〕 

・傍聴要領について 

委 員 今回の傍聴要領では、会議を傍聴するに当たって「発言、質問等はしないでく

ださい。」とか「拍手その他の方法により賛成、反対の意向等を表明しないでくだ

さい。」と書かれています。先日廃案になった自治基本条例の委員会では、傍聴人

が質問したり、大声を出したりしたことがあったと聞きました。これは、委員会

がそういう規定をしなかったのでしょうか。 

事務局 同様の傍聴要領は定められていました。傍聴される方にもいろいろな方がおり、



傍聴要領を配布すること自体不快に思う方もいらっしゃいます。ですが、無秩序

に傍聴人の方に発言されても困りますので、審議会の円滑な運営を担保するため

にもこのような要領はあった方がよいのではないかと思います。 

 

・「実施機関」について 

委 員 佐倉市情報公開・個人情報保護審議会条例解釈運用基準では、「実施機関」とは、

具体的には、市長、教育委員会、選挙管理委員会、監査委員、農業委員会、固定

資産評価委員会、水道事業管理者及び議会となっています。佐倉市個人情報保護

条例の第６条には、「実施機関は、……次に掲げる事項を市長に届け出なければな

らない。」となっています。市長が市長に届出というのはおかしいのではないでし

ょうか。 

事務局 実際には、それぞれの課が、課単位で個人情報を取り扱っています。市長も実

施機関の一つとなりますので、市長から市長宛の文書を受けている状況です。 

会 長 文言的にはおかしく見えるのかもしれませんが、条例解釈運用基準の部分と個

人情報保護条例第６条の部分とは、目線が違うのだと思います。 

 

・要援護者名簿について 

委 員 全国で民生委員制度９０周年を迎えるに当たって、平成１８年から「民生委員・

児童委員発 災害時一人も見逃さない運動」を展開しています。佐倉地区もその

時から今も要援護者の把握と見守りを継続しています。県の民児協の会長会では、

要援護者の名簿を市町村からいただいてそれに沿ってやっていくところがある、

もらっていない市町村は請求するようにとたびたび言われます。佐倉市は提供で

きませんので、佐倉地区では同意方式で平成１８年度から把握に努め、本人の同

意を得て台帳作成をしています。ただ、佐倉市でも８つの民児協があり、佐倉地

区以外はなかなか手がつけられない状況です。まだ手をつけていない方は、どこ

に要援護者の方がいらっしゃるかわからないので、やはり提供してもらえるとい

いという話もあります。 

会 長 千葉県下でそういったものを個人情報の外部提供という形で行っているところ

はあるのですか。 

委 員 具体的にどこかは分かりませんが、あります。 

会 長 もし、新たな情報等がありましたら、ぜひ事務局に情報提供してください。そ

ういう情報に基づいてしかるべき方向性へと改めていければ、やはり市民のため

になると思いますので。 

 

他に意見等がないことを確認して、会長が会議を終了しました。 


